
 

  

 

 

 

 

 

2021年 2月 15日 
 

株式会社山村不動産開発による 

「〈ひろぎん〉SDGs取組支援サービス」のご利用について 
 

株式会社広島銀行（頭取 部谷 俊雄）では、「〈ひろぎん〉SDGs 取組支援サービス」を通じて、  

株式会社山村不動産開発(本社：広島県広島市、代表取締役 山村 忠之)が SDGs 宣言を策定   

されましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

【企業概要】 

会 社 名 株式会社山村不動産開発 

所 在 地 広島県広島市安芸区矢野西 4丁目 6番 23 号 

代 表 者 山村 忠之 

業 種 不動産仲介業 

事業内容等 
地元を中心とした、建築・不動産仲介・賃貸管理・ 

事業用建物等の総合企画、有資格者による各種サポート 

SDGsへの取組み 

安心､安全をモットーに､お客様に信頼される物件を提供し、地元 

不動産業者として明るく楽しい安全な街づくりに貢献しています。 

取扱物件については、CO2 削減に向けたオール電化住宅・低炭素 

住宅の普及促進および広島県産資材の利用促進を行っています。  

また、自社内において省電力化や廃棄物削減等の取組みを実施して  

います。 

これからも地域資源の積極利用や、本業である不動産業を通じて 

環境保護に積極的に取り組むことで、持続可能な地域社会の実現に

貢献してまいります。 

※山村不動産開発の「SDGs宣言」および「〈ひろぎん〉SDGs取組支援サービス」の概要は別紙

をご参照ください。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社 広島銀行 法人企画部 

℡ (082)247-5151（代表） 

広島銀行では、ＳＤＧｓへの取組みを強化しており、関連する                      

ニュースリリースに「ＳＤＧｓ17の目標アイコン」を明示しています。 
 
【ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）持続可能な開発目標）】 

2015 年 9 月に国連で採択された、経済・社会・環境のあり方についての 2030

年までの世界共通目標。 

持続可能な開発のための 17 の目標と 169 のターゲットで構成。 

 



株式会社山村不動産開発 SDGs宣言

当社は国連が提唱する「持続可能な開発目標(SDGs)」に賛同し、
積極的な取組みを通じて持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

SDGsとは
Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。持続可能な社会
をつくるために、世界が抱える問題を17の目標と169のターゲットに整理した
もの（2015年９月に国連で採択）。2030年までに、政府、企業、地域社会の
あらゆる人が、SDGsを実現するための役割を担っている。

当社のSDGsへの貢献

2021年2月15日

株式会社山村不動産開発

代表取締役 山村 忠之

環境
本業である不動産業を通じて環境保護に積極的に
取り組むことにより、持続可能な社会の実現に
貢献してまいります。

【主な取組み】
CO2削減に向けたｵｰﾙ電化住宅・低炭素住宅の普及促進
太陽光発電の普及促進
自社におけるLEDﾗｲﾄ使用や廃棄物削減への取組み実施

人権
人材育成や労働環境の整備を通じて､すべての社員
が“働きがい”を感じられる職場づくりを目指して
まいります。

【主な取組み】
職務･役割等に応じた研修の実施
長時間労働是正に向けた取組み実施
労働安全衛生に関する方針策定

地域貢献
地元人材の積極採用や地域資源の積極利用、地域
貢献活動の実践により、地域経済の活性化に貢献
してまいります。

【主な取組み】
地元人材の積極採用
広島県産材の利用促進
地域ｲﾍﾞﾝﾄ等への協賛・寄付実施

明るく楽しい安全な街づくり
安心､安全をモットーに､お客様に信頼される物件を
提供するとともに、地元不動産業者として明るく
楽しい安全な街づくりに貢献してまいります。

【主な取組み】
地元を中心とした建築・不動産仲介・賃貸管理・事業用
建物等の総合企画の実施
有資格者による各種ｻﾎﾟｰﾄ実施



 

【別紙】 

 

「〈ひろぎん〉SDGs 取組支援サービス」について 

 

 

○特長 

・経済産業省関東経済産業局公表の「ＳＤＧｓの観点で市場・社会から期待される基本的な

事項」をもとに作成したオリジナルのチェックシート※により、企業のＳＤＧｓへの取組み

状況を確認し、必要対応事項を整理した結果をフィードバックします。 

※チェックシートの作成について、地元企業のＳＤＧｓへの取組み促進の主旨に賛同いただいた三井住友

海上火災保険株式会社およびＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社に協力いただいています。 

・対外ＰＲ支援として、各社専用の“ＳＤＧｓ宣言”を策定し、ホームページへの掲載等に

使用可能なデータにてご提供いたします。 
 
 

○サービス概要 

取 扱 店 全店 

対象となる方 当行と預金取引のある法人のお客さま 

サービス内容 

ＳＤＧｓへの取組み状況の確認と必要対応事項の整理から、対外ＰＲ 

支援までを実施 

【取組み状況の確認と必要対応事項の整理】 

経済産業省関東経済産業局公表の「ＳＤＧｓの観点で市場・社会から

期待される基本的な事項」をもとに作成したチェックシート（5 分野

35 項目)により、企業のＳＤＧｓへの取組み状況を確認し、必要対応

事項を整理した結果を専用のフィードバックシートにて還元  

※チェックシート開発協力：三井住友海上火災保険㈱、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研㈱ 

【対外ＰＲ支援】  

専用の“ＳＤＧｓ宣言”を策定し、ホームページの掲載等に使用可能

なデータにて提供 

【その他】 

希望に応じ、当行からニュースリリースを実施 

利 用 手 数 料 110,000 円（消費税込） 

 

 


